
資料編 2 個別検討地区 

～津波被災地の河川・海岸復旧工事 における環境配慮について～ 資料編 2-1 

個別検討地区の検討状況：小泉地区（中島海岸、津谷川・外尾川） 
①検討経緯 

景観・環境などへの配慮について検討するよう要望があったことから、これらの要望事項につ

いて出来るだけ地元の意見を取り入れながら、よりよいものを造るという観点から、地元住民が

主体となる「検討ワーキング」を設置するとともに、専門的な評価を行うため「中島海岸及び津

谷川災害復旧事業に関する検討会」を設置し検討を行った。「検討ワーキング」を 4 回、「検討会」

を 3 回開催し、「要望事項に関する整備方針」をとりまとめ、平成 26 年 7 月 29 日に全体説明会

を開催し、この整備方針について地域の方々より御了承をいただいた。 

 

②検討ワーキング・検討会及び全体会の開催状況 
開催日時 会議項目 会議の主な内容及び結果 

H26.5.13 
検討ワーキン
グ準備会 

ワーキングメンバー、検討会の設置、進め方について議論した。

H26.5.22 全体説明会 

災害復旧事業の進捗状況及び代替案のシミュレーション結果に
ついて説明し、現計画が妥当であることについてご理解をいただ
いた。 
地元要望事項に関する「検討ワーキング」及び「検討会」の設置
について了解を得た。 

H26.5.29 
第 1 回検討ワ
ーキング 

要望事項に関する意見交換を実施 

H26.6.6 第 1 回検討会 

災害復旧事業の概要及び代替案のシミュレーション結果につい
て説明。 
地元要望事項に関する検討ワーキングの検討結果について報告
し、委員の方より意見をいただいた。 

H26.7.1 
第 2 回検討ワ
ーキング 

第 1 回検討会を踏まえた整備案について意見交換 

H26.7.3 第 2 回検討会 
第 1 回検討会及び第 2 回検討ワーキングの検討結果について報告
するとともに、整備方針案について提示し委員から意見をいただ
いた。 

H26.7.16 
第 3 回検討ワ
ーキング 

第 2 回検討会結果と今後の対応案について報告し意見交換。 

H26.7.20 

検討ワーキン
グ及び検討会
合同現地調査
及び意見交換
会 

地元要望事項に関して、現地視察を実施。（当日は雨のため、学
識経験者のみ実施） 
「検討 WG」及び「検討会」の合同により、整備方針案について
意見交換し整備方針を決定 

H26.7.29 全体説明会 要望事項に関する整備方針について説明し了解を得た。 

H26.11.20 
第 5 回検討ワ
ーキング 

7 月 29 日開催の全体説明会で了承された整備方針に係る、配慮
事項・検討事項への対応案について意見交換を実施した。 

H27.1.27 第 4 回検討会 
第 5 回検討ワーキングの検討結果について報告するとともに、対
応案を提示し、委員から意見をいただいた。 

H27.6.10 第 5 回検討会 
水門の景観検討について、および環境調査結果と環境に配慮した
実施事項や対応案について意見交換を行った。 

H27.9.30 
第 6 回検討ワ
ーキング 

第 5 回検討会で出された意見に対する工事現場での取り組み内
容、および現在の工事の進捗状況について報告した。 

H28.1.25 第 6 回検討会 
水門の景観検討結果、環境調査結果、津谷川右岸河口部の施工の
進め方などについて意見交換を行った。 

Ｈ30.9.30 
第 7 回検討ワ
ーキング 

工事進捗状況説明と前回までの主な課題と対応策等について報
告した。 

Ｈ30.11.3 
 

第 7 回検討会
（最終） 

工事の進捗状況と今までの主な課題・対応策について説明及び現
地の確認を行い、「検討課題が整理された」ことから検討会の活
動終了を提案し、了承された。 
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③検討結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① から望む                 ②から望む 

 

③から望む                  ④から望む 

 

小泉地区平面図 

津谷川 

中島海岸 

三陸沿岸道路

国道４５号
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⑤から望む                  ⑥から望む 

 

【検討会の状況】 

     

検討会実施状況                現地視察状況 

 

  



資料編 2 個別検討地区 

～津波被災地の河川・海岸復旧工事 における環境配慮について～ 資料編 2-4 

④報道状況 

【新聞報道】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

朝日新聞 平成２６年５月２３日（金） 

出典：朝日新聞社 平成２６年５月２３日 

   朝日新聞社に無断で転載することを禁

止する 

三陸新報 平成３０年１１月７日（水） 出典：三陸新報社 平成３０年１１月７日 

   三陸新報社に無断で転載することを禁止する 
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平成２６年６月７日 三陸新報 

平成２６年５月２７日 三陸新報 

出典：三陸新報社 平成２６年５月２７日 

         平成２６年６月７日 

   三陸新報社に無断で転載することを禁止する
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令和元年７月１９日 三陸新報 

出典：三陸新報社 令和元年７月１９日 

   三陸新報社に無断で転載することを禁止する 
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個別検討地区の検討状況：蒲生干潟 
①検討経緯 

七北田川左岸（蒲生干潟隣接部）において、堤防前面に広がる蒲生干潟は震災前に貴重な動植

物が生息する環境が形成されていましたが、津波により消失しました。その後、時間の経過とと

もに干潟環境が急速に回復しております。これらを踏まえ、県では極力干潟環境への影響を与え

ないよう堤防位置の見直しを行った。 

 

②説明会等の開催状況 

開催日 参加人数 内容 

平成 24 年 7 月 30 日 

～平成 24 年 8 月 2 日 
計約 400 名 

左岸復旧計画案の概要について説明 

※蒲生北部地区再整備に関する説明会（仙台市主催）

にて実施 

平成 24 年 12 月 4 日 25 名 

右岸復旧復興事業について説明 

※河川事業対象地権者に対する用地取得説明会にて実

施 

平成 25 年 7 月 7 日 20 名 
左岸復旧計画案の概要について説明 

※中野小学校区復興対策委員会にて実施 

平成 25 年 7 月 18 日 

～平成 25 年 7 月 20 日 
計 63 名 

左岸復旧計画案の概要について説明 

※仙台市土地区画整理事業素案説明会（仙台市主催）

にて実施 

平成 25 年 11 月 23 日 41 名 

左岸復旧事業について説明 

※仙台市土地区画整理事業計画最終案説明会（仙台市

主催）にて実施 

平成 26 年 11 月 2 日 17 名 
左岸変更計画案について説明 

※中野小学校区復興対策委員会にて実施 

平成 26 年 12 月 7 日 15 名 
左岸変更計画案について再説明 

※中野小学校区復興対策委員会にて実施 

平成 26 年 12 月 20 日 37 人 

左岸変更計画案について説明 

※七北田川河川災害復旧事業計画に関する説明会にて

実施 

平成 27 年 1 月 17 日 39 人 

左岸変更計画案について再説明 

※七北田川河川災害復旧事業計画に関する説明会にて

実施 

 

③検討結果 

干潟を改変する当初計画案から、堤防位置の見直しにより、干潟への影響を低減する計画に変

更した。 
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個別検討地区の検討状況：五間堀川 
①検討経緯 

古くから地域の方々から親しまれてきた五間堀川の美しい松並木は、東日本大震災の津波によ

り甚大な被害を受けました。宮城県では災害復旧工事を進めていく中で、津波対策のための「粘

り強い構造」を残しつつ、より被災前の景観に近い形を残すことを考え、歴史ある運河にふさわ

しい景観の保全の取組を行った。 

 

②検討の流れ 

 

 

 

 

 

 

③検討結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

景観上最も松が密生し，高木も多く，

景観として優れている L=1.4km 区間を

松並木保全区間とする案を策定 

災害復旧区間 L=7.5km

松並木保全区間 L=1.4km 

新浜橋 
五間堀川（木曳堀） 

保全区間内の松並木 

L=20.50
H=2.316

丸太

丸太

測量法線

設計法線

1:2
.0

TP+2.30

計画堤防高TP+3.70

1:2.0

鋼矢板 
捨石

変更前の断面 

五間堀川（木曳太平洋

変更後の断面 

鋼矢板打設

位置変更
津波対応のための「粘り強

い構造」を残しつつ，樹木

医による助言をもとに鋼矢

板打設位置を松の生育に影

響を与えない範囲に変更 

【地元との意見交換】 

松並木を保全し復旧した五間堀川 
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個別検討地区の検討状況：大谷海岸 
①検討経緯 

大谷海岸は、震災前、水・国土局所管海岸と林野庁所管海岸が滝根川を隔てて隣接しており、

前面には県内で最も集客のある海水浴場があった。 

大谷海岸の防潮堤は国有保安林の施設であることから、林野庁は防潮堤の復旧について、砂浜

を埋めた前だしの計画としたが、平成 24 年 7 月 17 日の地元説明会で反対され、その後地域との

合意形成を図るために。説明会を重ね計画の見直しを行った。 

 

②説明会等の開催状況 

開催日 参加人数 内容 

平成 24 年 5 月 30 日 約２３０名 
市及び海岸管理者合同地元説明会を開催 

※L1 堤防高に関する説明 

平成 24 年 7 月 17 日 約１４０名 
地元説明会を開催 

※林野庁が海を埋めた堤防の前出し計画を提示し、

反対される 

平成 25 年 6 月 19 日 － 
市が大谷海岸の整備計画案について地元代表者に

提示 

平成 25 年 8 月 8 日 － 
県及び市が地元市議と住民代表者へ JR 移設計画と

堤防計画を説明 

平成 25 年 8 月 26 日 － 
地元振興会長（13 名）に対し測量調査の立ち入り

説明し同意を得る 

平成 25 年 11 月 13 日 
約 600 名に通知、

39 名出席 
地権者への測量立ち入り説明会を開催 

平成 26 年 3 月 25 日 13 名 地元振興会長会議に JR 移設計画と堤防計画を説明

平成 26 年 6 月 4 日 － 国道管理者、JR、県及び気仙沼市で調整会議を開催

平成 26 年 9 月 19 日 － 
地元住民等による「大谷海里（まち）づくり検討委

員会」が発足 

平成 26 年 12 月 4 日  
「大谷里海（まち）づくり検討委員会」及び振興会

に防潮堤計画と市のまちづくり計画案を説明 

平成 27 年 8 月 31 日  
「大谷里海（まち）づくり検討委員会」より気仙沼

市長へ要望書提出 

平成 27 年 11 月 16 日  
気仙沼市長より県土木事務所長へ要望事項への協

力依頼 

平成 27 年 12 月～3 月  大谷海岸関係者会議 計 4 回（復興庁主催） 

平成 28 年 5 月 12 日  
第 5 回 大谷海岸関係者会議を開催 

※地元説明に移行 

平成 28 年 5 月～7 月  
大谷里海（まち）づくり検討委員会、振興会との意

見交換 

平成 28 年 7 月 30 日  

住民説明会開催 基本的事項の合意得る。 

※林野庁は、砂浜確保するためのセットバックを行

う事業は性質上できないため、国道４５号と並行

する海岸線については所管替えにより宮城県で

実施することで調整。 
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③地元要望 
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④報道状況 

【新聞報道】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２８年７月２９日 朝日新聞 

出典：朝日新聞社 平成２８年７月２９日 

   本件承諾書番号 Ａ１７－０６８６ 

   朝日新聞社に無断で転載することを禁止する 
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平成２８年９月６日 建設新聞 

出典：建設新聞社 平成２８年９月６日 

   建設新聞社に無断で転載することを禁止する 


